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労務管理その他の労働に関する一般常識 ▪ 第1章　団体的労使関係法

　

１■ 目的（法１条）

労働組合法は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促
進することにより労働者の地位を向上させること、労働者がその労働条件につ
いて交渉するために自ら代表者を選出することその他の団体行動を行うために
自主的に労働組合を組織し、団結することを擁護すること並びに使用者と労働
者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉をすること及びその
手続を助成することを目的とする。

〔趣旨・沿革〕
労働組合法は、日本国憲法28条に規定する「労働三権（団結権、団体交渉権、

団体行動権）」を保障するために制定された法律であり、労働基準法、労働関
係調整法とともに、いわゆる「労働三法」の１つです。もともと労働組合法
は、GHQによる日本民主化政策の１つとして昭和20年12月に制定されたも
のですが、公務員による争議行為の問題もあり、マッカーサー書簡に基づく
GHQの主導によって、現在の労働組合法は昭和24年６月に全面改正された
ものです。労働組合法の主な目的を列挙すると、次のようになります。
①労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進することに
より労働者の地位を向上させること
②労働者がその労働条件について交渉するために自ら代表者を選出すること
③団体行動を行うために自主的に労働組合を組織し、団結することを擁護す
ること
④使用者と労働者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉を
すること

第1節　 労働組合法
過去問全肢解析講座▶テキスト２頁

	 第１項	 労働組合等
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⑤労働協約を締結するための団体交渉をするための手続を助成すること

参考条文

【憲法28条】
勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを
保障する。〈H14選・21選〉

＊よく「労働基本権」という言葉を聞きますが、厳密には憲法27条１項の「勤労権」と「労
働三権」のことを総称して「労働基本権」と呼びます。ただし、最高裁判所が憲法28
条の「労働三権」のことを「労働基本権」と呼んだことから、「労働三権」と「労働基
本権」を同義とする場合があります。なお、労働三権は「勤労者」にのみ保障されてい
ます。

２■ 刑事免責（法１条２項）

刑法第35条［正当行為］の規定は、労働組合の団体交渉その他の行為であっ
て第１条第１項に掲げる目的を達成するためにした正当なものについて適用が
あるものとする。但し、いかなる場合においても、暴力の行使は、労働組合の
正当な行為と解釈されてはならない。〈H21選〉

参考条文

【刑法35条】（正当行為）
法令又は正当な業務による行為は、罰しない。

羽
は

幌
ぼろ

炭坑事件	
（最大判昭和33年５月28日）

《判旨》
争議行為の正当性の判断基準に関して、最高裁は、「同盟罷業は必然的に業務
の正常な運営を阻害するものではあるが、その本質は労働者が労働契約上負担
する労務供給義務の不履行にあり、その手段方法は労働者が団結してその持つ
労働力を使用者に利用させないことにあるのであって、これに対し使用者側が
その対抗手段の一種として自らなさんとする業務の遂行行為に対し暴行脅迫を
もってこれを妨害するがごとき行為はもちろん、不法に、使用者側の自由意思
を抑圧し或いはその財産に対する支配を阻止するような行為をすることは許さ
れない」と述べている。

判　例
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３■ 損害賠償（法８条）

使用者は、同盟罷業その他の争議行為であって正当なものによって損害を受
けたことの故をもって、労働組合又はその組合員に対し賠償を請求することが
できない。

※法８条は、法１条２項の刑事免責に対して、「民事免責」を規定したものである。民事
免責を受ける結果、組合員は労務を提供しなかった限度において、賃金請求権を失う。

４■ 労働組合の定義（法２条）

労働組合法で「労働組合」とは、労働者が主体となって自主的に労働条件の
維持改善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体
又はその連合団体をいう。但し、次の①から④の一に該当するものは、この限
りでない。〈H14選〉
①�　役員、雇入解雇昇進又は異動に関して直接の権限を持つ監督的地位にあ
る労働者、使用者の労働関係についての計画と方針とに関する機密の事項
に接し、そのためにその職務上の義務と責任とが当該労働組合の組合員と
しての誠意と責任とに直接にてい触する監督的地位にある労働者その他使
用者の利益を代表する者の参加を許すもの　〈H14選〉

②�　団体の運営のための経費の支出につき使用者の経理上の援助を受けるも
の。但し、労働者が労働時間中に時間又は賃金を失うことなく使用者と協
議し、又は交渉することを使用者が許すことを妨げるものではなく、且つ、
厚生資金又は経済上の不幸若しくは災厄を防止し、若しくは救済するため
の支出に実際に用いられる福利その他の基金に対する使用者の寄附及び最
小限の広さの事務所の供与を除くものとする。
③　共済事業その他福利事業のみを目的とするもの
④　主として政治運動又は社会運動を目的とするもの〈H26〉

【労働組合の形態】
①　企業別労組：同一企業の労働者によって組織される労働組合をいい、日
本の労働組合はほとんどがこの形態となっている。終身雇用制、年功序列
賃金とともに、日本の伝統的な雇用慣行である「三種の神器」と呼ばれて
いる。
②　産業別労組：鉄鋼・金属・自動車・電機等一定の産業別によって、職種
に関係なく組織される労働組合をいう。
③　職業別労組：熟練した工業労働者等によって職業別に組織される労働組
合をいうが、機械化の進展により少数化している。
④　合同労組（ユニオン）：中小企業の労働者が労働組合を結成しにくい等の
事情から生まれた労働組合であって、企業の枠を超えて、一定の地域で個


